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【政策評価導入の背景と概要】 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
      
 
   
 
 
 
 
 
 
 
 

 

① 行政需要の拡大と厳しい財政状況 

② 一層の説明責任 

③ 新たな行財政運営のしくみづくり 

② 市民に対する説明責任 

① より効果的な政策の立案や市政の推進に資する 

３ 政策評価が果たす役割 

評価の対象
･ 市民参加で策定した京都市基本計画の政策体系をベ

ースとして政策（26 項目）施策（106 項目）を対象 

〔客観指標評価〕 各施策に指標を設定し，目標達成

＆     度や年次推移等で評価 

〔市民満足度評価〕 各施策について市民満足度調査

を実施し，その結果に基づき評価 

評価の手法

･ 行政による評価を基本とし，評価の客観性の担保や

制度の向上を図るため外部機関を設置し点検 
評価の主体

評価の時期
・ ８月までに評価，公表 

４ 政策評価の具体的方法 

 

〔公表〕 評価結果を分かりやすく，かつ，速やかに公表 

〔活用〕 予算，計画策定など行政活動全般に活用 

５ 評価結果の公表と活用 

１,２ 自治体を取り巻く状況と行政評価の導入

行政評価導入の必要性

を市政改革大綱に明記 
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１ 京都市行政評価の導入の背景 

(1) 新たな行財政需要と厳しさを増す財政状況 

近年，従来の行政需要に加え，環境対策，少子・長寿化対策など新たな

行政需要も増大傾向にある。一方で，日本経済は高度成長から安定成長に

入り，もはやかつてほどの右肩上がりの歳入状況は望めない。このギャッ

プの下では全ての需要に応えることは不可能であり，自治体としてどの需

要に応えるべきか取捨選択せざるを得ない。 

特にこの平成不況の下，全国の自治体はいずれも極めて厳しい財政運営

を強いられている。京都市においても，平成 13 年 10 月に「財政非常事態

宣言」を発し，２年間の緊急対応策を講じるに至っている。 

この危機的状況に対応するため，市政推進に効果的な事業をより一層厳

しく取捨選択し，効率的に執行できるように，従来の行財政システムを再

構築することが喫緊の課題である。 

 

(2) 説明責任の充実 

京都市基本構想に「京都市民は，公開された十分な情報を基に市政に責

任をもってかかわり，また，市政の方向性に関する議論に主体的に参加す

る。そのために行政は，市民の市政参加のしくみとかたちを早急に整えて

いく」と示されているように，京都市は,信頼とパートナーシップのまち

づくりを市政運営の基本方針として掲げている。京都市政には，市民参加

を最も充実した形で実現するための条件として，より一層の透明性の向上，

さらなる説明責任の充実が求められている。 

 

 (3) 政策自治体に求められる新たな行財政運営の仕組みづくり 

京都市では京都新世紀市政改革大綱を定め，新たな発想，手法を採り入

れた政策自治体としての市役所を目指し，２１世紀にふさわしい新しい行

財政運営システムを構築することとしている。 
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具体的には，「これまで計画や予算中心であった行政過程に評価を加え，

各行政管理活動の連携が十分に図れるように，本市全体の行政管理活動を

鳥瞰的に捉え直し，統一した目標に向かって各活動が有機的に連携できる

ようにする」ものとされている。 

また，地方分権の流れを受けて，地方自治体には，事業を効率的に執行

する能力だけではなく，地域の実情にあった政策を立案し，実現していく

能力がこれまで以上に求められるようになっていることからも，このシス

テムづくりは急務である。 

 

２ 行政評価システムとは 

一般に行政評価とは，行政の行う活動について，定期的かつ継続的に，そ

の効果等を把握し，これを基礎として有効性，効率性の観点から客観的な判

定を行うことにより，行政活動を的確に行うための重要な情報を提供するこ

ととされている。 

行政評価は，政策目的がどの程度達成されているかを評価する政策評価と，

政策目的の実現手段である事務事業が適切に執行されているかどうかを評価

する事務事業評価に分けられるが，政策評価と事務事業評価とを連携させる

ことでより大きな効果を発揮し，行政運営の改善に資する事が期待される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

京都市の行政評価システム 

行政評価システム

 

・26の政策と106の施策を対象 

・市政の進捗状況や目標の達成状況を評価

（14年度検討，15年度試行，16年度本格導入）

政策評価 

 

・約２千の事務事業を対象 

・事業の効果性，効率性等を評価 

事務事業評価 

-事務事業評価について-

平成12年度から検討

をはじめ，平成13年度に

「形態別事務事業評価」の

一つとして「公（おおやけ）

の施設評価」を試行。平成

14年度は「公の施設評価」

の拡大実施などに取り組

み，平成15年度から本格

的に実施する。 



4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 政策評価が果たす役割 

 (1) 市政運営への貢献 

政策評価は，行政が様々な活動を行った結果，市民にとっていかなる成

果がもたらされたのかを，できる限り科学的・合理的な手法により把握し

ようとするものである。 

市政の状況等の把握は，これまでの行政運営の中においても様々な形 

（計画策定，予算査定等）で行われているが，今回，導入を図る政策評価

制度は，できる限り統一的な手法を用いることにより，市政推進状況に関

する総合的・体系的な情報を得ようとするものである。新たに政策評価に

よって得られる情報が政策判断の材料となることにより，より効果的な政

策の立案や市政の推進に資することが期待される。 

 また，議会活動にも活かされ，市政の充実に役立つと考えられる。 

 

 (2) 市民に対する説明責任 

前述のように，パートナーシップによる市政の推進のためには，行政は，

(1)京のアジェンダ 21 フォーラムを核とした

環境問題への取組 

(2)環境と共生するくらしの実現 

(3)廃棄物を出さない循環型社会の構築 

1 環境への負担の少ない持続可能なまちをつく

る 

 

・低公害車等の普及 

・市民環境講座の開催 

・廃食用油回収 他 

基本計画をベースとした政策体系 

事務事業 

政策 

施策 

環境分野での例 
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住民に対して行政活動に関する説明責任を果たすよう求められる。 

このため，市民の目線で評価された政策評価の結果が市民に分かりやす

い形で公開され，市民の市政に対する関心や理解が深まることが重要であ

る。 

 

４ 政策評価の具体的方法 

(1) 評価対象 

政策評価は，市政が着実に推進されているかどうかを評価するものであ

ることから，その対象は，市政全般を網羅しているものとすべきである。

また，市民の分かりやすさという観点から，十分な市民参加（審議会，パ

ブリックコメント等）を経て策定され，京都市民が目指すまちの姿全体を

市民の視点で構成している京都市基本計画をベースに評価することが適

当であると考えられる。 

基本計画においては，基本構想に示された特定の行政課題に対応するた

めに京都市政が目指すべき基本的な方向（政策：26項目）と，それらがよ

り具体化され，京都市の行政活動の目標とされるもの（施策：106項目）

とが記述されている。政策評価では，政策と施策とをそれぞれ評価する。 

なお，現在対象とされているもの以外のものが，今後の京都市政の政策

立案過程において政策又は施策として位置付けられた場合には，それも評

価の対象とする。 

 

（2） 施策の評価 

○ 客観指標評価と市民満足度評価 

       評価は，市政の進捗状況に関し，客観的，かつ，どのような主体で

あっても理解しやすく定量的に示すものであることが望ましい。 

このことから，まず，行政活動の成果や各施策の状況を客観的な数

値により表現することが可能な指標を用いて評価する手法が考えら
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れる。これを客観指標評価と呼ぶこととする。 

一方，市民の目線に立った，市民本位の市政を推進するに当たって，

「市民の満足度」は，成果や達成状況に関する極めて重要な情報であ

る。そのため，市民の満足度調査を実施し，その結果による評価を行

い，客観指標による評価とは別の評価手法とする。これを市民満足度

評価と呼ぶ。 

なお，必要に応じてこれらを補足する資料を採用し，評価の材料に

不足を来たすことのないようにすべきである。 

 

    ① 客観指標評価 

  【指標の設定】 

    客観指標の設定は，行政自ら行い，評価対象とする 106の施策全

てについてそれぞれ客観指標を設定する。施策の成果は様々な形で

現れるため，施策の達成状況を適正に把握できるよう，施策の成果

が直接反映される指標に限定せず，それに準じた指標も含め，可能

なものは複数の指標を設定するものとする。ただし，分かりやすさ

という観点から，概ね３指標ぐらいを目安とすべきである。この場

合，客観指標評価は，それぞれの指標について 5段階で行った評価

を総合的に勘案して行う。 

    なお，現在妥当と考えられる指標は別表の通りであるが，さらに

充実させていく必要がある。 

 

【評価の方法】 

    各指標について，毎年度の目標値を設定しその達成度を評価する

方法や，中長期的な目標値に対する進捗状況で評価する方法，前年

度比較や他都市との比較等により評価する方法など，それぞれの指

標に適した評価方法とし，5段階で評価する。 
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なお，具体的な指標は行政自ら考えるべきであるが，現時点で

考えられる例を示すと，別表１のようになる。 
 
 
 

② 市民満足度評価 

各施策の現状について，市民がどのように感じているかを定量的に

把握し，5段階で評価する。評価に市民の意識という尺度を加え，市

民の視点に立った評価制度を確立しようとするもので，いわば，市民

による評価とも言えるものである。 

       調査内容は，後述する外部機関からの提案を受けて設定することと

し，市民の施策に関する感じ方が端的に表されるよう，かつ，回答者

にとって答えやすく，過度の負担とならないものとなるよう留意する

必要がある。 

なお,調査は統計学的に有効な規模，手法とするのは当然のことなが

ら，費用についても考慮し，評価制度に必要以上のコストをかけない

よう留意する。 

 政策を構成している施策に，行政活動の成果や施策の進捗状況を示す指標を

設定し，その目標達成度や年次推移などで評価します。 

 

例 施 策 「京のアジェンダ21フォーラム」を核とした環境問題への取組

指標例 『京都市域からの二酸化炭素排出量』 

基準値 7,279千ｔ（1990年） → 目標値 1０%削減（2010年）

評 価 中長期的な目標値に対する進捗状況を評価 

 

例 施 策 犯罪や事故のない安全なまちづくり 

指標例 『交通事故発生件数』 

現在値 １２，５０４件（平成1３年） 

評 価 前年度からの推移で評価 

 

客観指標評価の例 
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   ③ 総合評価 

     施策の総合評価は，客観指標評価と市民満足度評価を総合的に勘案

し，5段階で評価する。 

なお，必要に応じて，全国的な傾向を参考とする等，これらを補足

する資料を活用することにより，十分に適正な評価を行えるようにす

べきである。 

 

(3) 政策の評価 

「政策」とした京都市基本計画の項は，市民生活がどのようになるかを

記述したものであるが，施策の評価で用いた指標の中には市民生活がどの

ようになったのかを示すもの（注：いわゆるアウトカム指標と呼ばれてい

るものである。）がある。このため，政策の評価は施策の評価を基礎とし

て行うものとし，具体的には，ある政策を構成する施策の客観指標からそ

のような指標を抽出し，それらを総合的に評価することで，当該政策の評

価を行う。 

また，市民満足度評価で扱った調査も同様の趣旨で活用できると考えら

れる。 

 

 指標とは別に，施策についての満足度調査を行い評価します。 

 

施策 環境と共生するくらしの実現 

問     家の周りは空気がおいしく，毎朝深呼吸をしたくなるほどである。 

 

答 ① そう思う        ②どちらかというとそう思う 
③ そう思わない      ④どちらかというとそう思わない   
⑤ わからない 

市民満足度調査の設定例 



9 

(4) 自己評価と外部機関による点検 

    市政改革大綱に掲げられているような政策自治体を目指し，より効果的

な政策の立案や市政の推進に資するためには，事業の実施主体である行政

自らが評価主体となることが妥当と考えられる。その際，職員一人一人が

この評価の目的，位置付けを明確に認識した上で，各施策の現状を把握し，

次に何をすべきかを考えることが肝要である。 

    ただし，自己評価を基本とはしつつも，評価の客観性の担保や制度の向

上を図ることを目的として，外部の機関を設置することが望ましい。外部

機関は，学識経験者及び公募委員等で構成し，以下のような任務を負う。 

 

    ・ 政策評価制度全般の充実に向けた提案を行う。 

    ・ 行政が設定した客観指標や数値目標設定項目の選定について意見を

述べる。 

    ・ 市民満足度調査を行うに当たって，設問案について提案を行う。  

・ 評価終了後，行政が行った自己評価の仕方について意見を述べ，翌

年度に向け，行政の自己評価能力の向上に役立てる。 

 

(5) スケジュール 

    評価結果を次年度の政策形成に反映させるためには，概ね以下のスケ

ジュールによって行われることが適当である。 

  〔評価のスケジュール〕 

   前年度  

当 初   指標（目標値）の設定 

    年度末   各種事業の執行終了 

   評価年度 

    ４月～６月 指標に関する数値等の収集， 

市民満足度調査の設計・実施・分析 
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    ７月    評価調書の作成 

８月    評価調書の公表 

 

５ 評価結果の公表と活用 

 (1) 公表 

評価の結果は，できる限り速やかに公表し，各政策，施策についての簡

潔な説明や，具体的な事務事業名を併せて示すなど，市民に分かりやすく

簡潔なものとなるよう留意する。 

 

 (2) 活用 

   評価の結果は，市の総合的な計画の策定・点検や予算編成方針の策定，

各行政部門における毎年の施策の企画推進や中長期計画策定等において，

重要な情報として適時的確に利用され，市政の推進に適切に活用される必

要がある。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
      
 
 
 
 
 

評価 事業実施 政策立案 

評価 事業実施政策立案

客観的な指標＋市民の
感じ方で評価 

評価の結果を
参考に政策立案 

評価制度を組み入れた行政運営 

政策立案
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